
 

事業所・企業照会業務について 

 

 

【労働保険情報に基づく、照会業務の実施】 

（現状） 

○ ビジネスレジスターの整備に当たり、厚生労働省との調整の結果、労働保険情報についても毎月

の全情報の提供を受けることとなった。 

 

○ 労働保険情報の当月分・前月分データの差分を抽出することにより、保険関係の成立・消滅に関

する変動を捉えることが可能となる。 

 

○ しかしながら、労働保険情報については、その性質から、ビジネスレジスターの母集団情報への

活用に当たり、次の点に留意する必要がある。 

① 保険関係の成立・消滅については、必ずしも事業所の新設・廃業に一致しない。 

（既存の事業所が新たに労働者を雇い入れるケース、雇い入れをやめるケース等） 

② 複数の事業所を一括して保険を適用するデータ（一括適用データ）が存在する。 

③ 母集団情報に必要な項目が一部存在しない。（資本金がない、本社・支社の別がない等） 

 

（実施案） 

→ 以上により、ビジネスレジスターに母集団情報として追加するため、保険関係が新規に成立した

データを対象として照会業務（郵送照会）を実施する。（別紙１） 

また、保険関係が消滅したデータを対象として廃業確認業務（電話照会）を実施する。 

さらに、一括適用データについては、その傘下事業所の変動状況を捉える廃業確認業務（郵送照

会）を実施する。（別紙２） 

 

【商業・法人登記の照会業務の見直し】 

（現状） 

○ 商業・法人登記情報については、現在、毎月照会業務を実施しているが、労働保険の照会業務の

実施に当たり、次の点に留意する必要がある。 

① 労働者を雇い入れている法人については、労働保険情報と重複するため、二重に照会をかけて

しまうこと。 

② 登記してから事業開始までの期間にタイムラグがあり、事業開始前の法人に対して照会業務を

行ってしまう場合があること。 

 

（見直し案） 

→ 以上により、労働保険の照会業務との重複を避けるため、照合作業を実施した上で、登記時点か

らの一定期間を確保するため、年１回の照会業務として実施する。 

また、照会対象が雇用者なしの法人等が主なものとなることから、事業の実施状況等について労

働保険の照会票とは異なる工夫が必要。（別紙３） 

 

※ 年次フレームの作成サイクル（７～６月）についてのデータを入手した後に照合作業が可能とな

るため、８月頃に実施を検討。 

資料５ 



７月 ・・・ ・・・ ６月 ７月 ・・・ １月

労働保険新設照会データの作成に当たっては、既に照会し
ているかどうか（経済センサスや登記の回答データとの照
合）を確認

登記新設照会データ作成に当たっては、既に照会している
かどうか（経済センサスや労働保険情報の回答分との照合）
を確認

ＥＤＩＮＥＴ新設企業は原則として大規模の会社と想定され、
労働保険情報・登記新設で把握されていると考えられるた
め、照合実施により照会は行わない

備考

ＥＤＩＮＥＴ

新
設
照
会

商業・法人登記

照会
区分

■年次フレーム作業

調査客体

労働保険

ビジネスレジスター整備に係る照会業務の流れ（案）

労保新設

◆月分

郵送

照会

調査客体

回答

労保回答

◆月分

照合

登記新設

◆月分

登記新設

７～６月分データストック

調査客体

登記回答

７～６月分

回答

EDINET
新設分

７～６月回答分を新規事

業所として追加

郵送

照会

毎月の業務

労働保険消滅データの作成に当たっては、先に経済センサ
スや回答データとの照合を実施（廃業処理を実施するデータ
を決定する）

登記新設照会データ作成に当たっては、既に照会している
かどうか（経済センサスや労働保険情報の回答分との照合）
を確認

労働保険データには傘下事業所の保険関係を一括している
データ（一括適用データ）が存在するため、経済センサス‐基
礎調査で検討している企業構造調査の簡易調査として位置
づけ、経済センサス実施年以外に照会業務を実施

ＥＤＩＮＥＴ削除企業は解散の場合のほか、上場廃止等の場
合や有価証券報告書の提出遅れ等も考えられるので、個別
対応（個別企業の状況をインターネット等で把握）

ＮＴＴ電話帳データについては、
・労働者なしの個人事業所
・一括適用企業の支所

の把握に活用。ただし、労働保険・登記との照合が必要とな
る

ＥＤＩＮＥＴ

ＮＴＴ

廃
業
照
会

調査客体

労働保険（個別）

労働保険（一括適用）

商業・法人登記

労保消滅

◆月分

７～６月回答分を廃業

事業所とする

EDINET
削除分

電話

確認

調査客体 調査客体

電話

確認

ＮＴＴ

削除分
データストック ＮＴＴ

削除分
電話不通

確認

廃業照会

■年分
一括対象＋

大幅変動
常時使用労働者数の変動の大きいデータをストック 照会回答

■年分

登記解散

◆月分

登記解散

７～６月分データストック

郵送

照会

照会

回答



（〒 － ）

（フリガナ） 電話番号
記入者氏名

内線（ ）

所在地

名称

記入者連絡先
照会票の内容について確認する場合が
ございますので記入願います

－ －

記入日 平成 年 月 日

１ 事業の実施の状況
● いずれかの番号に○をしてくだ

さい

（注） 上記所在地にビル名及び
部屋番号が抜けている場合
は記入してください

事業所・企業照会票（案）

上記の所在地を修正 い

１ 上記の所在地で

事業を実施している

２ 上記以外の所在地で

事業を実施している

同封の「記入のしかた」を参照して、以下の照会内容にお答えください

整理番号をプレプリント

別紙 １

本照会業務は、統計法第27条に基づく事業所

母集団データ整備のために、総務省統計局が

実施しています。

年 月 日

１ 商業・法人登記を行っている ２ 商業・法人登記を行っていない

(1) 従業者総数 (2) うち常用雇用者数

人 人

(1) 主な事業の内容

万円

（表面）
次の設問

８ 事業所の売上高等
● いずれかの番号に○をして該

当する売上高を記入してください

１ 前年（前年度）総売上高

２ 最近の月間売上高

７ 事業所の主な
事業の内容

 ● 現在、収入額又は販売額の
     最も多い事業について、「記
     入のしかた」を参考に、記入

 してください

(2) 生産品、取扱い商品
又は営業種目

● 上記(1)で記入した主な事業の
     内容について、収入額又は販売
     額の多い順に記入してください

①

②

③

６ 事業所の従業者数

－ －

５ 会社法人等番号
● いずれかの番号に○をして、

１の場合、会社法人等番号を
記入して下さい

－

３ 事業所の通称名
● 屋号などの通称名がある場合

のみ記入してください

４ 代表電話番号 0

２ 事業の開始日
● いずれかの番号に○をして実

際に活動を開始した日を記入し
てください

－

記の所在地を修 してくださ

１ 昭和

２ 平成

次の設問へ

表面につづき、裏面の設問にもお答えください



(1) 名称

(2) 所在地

（〒 － ）

(3) 代表電話番号

９ 経営組織
● いずれか一つの番号に○を

してください

10 単独・本所・支所の別
● いずれか一つの番号に○を

してください

11 本社事業所の
名称・所在地・電話番号

１ 株式会社

相互会社

（有限会社を含む）

２ 合名会社

合資会社

３ 合同会社 ４ 会社以外

の法人

５ 個人経営 ６ 外国の会社
（本社が外国に

ある会社）

７ 法人でない

団体

１ 単独事業所 ２ 本所・本社・本店 ３ 支所・支社・支店

以上で記入は終わりです

ご協力ありがとうござい

ました

次の項目は 支所・支社・支店の場合のみ記入してください

次の設問11についても

記入をお願いします

設問９の経営組織が１～

３の会社の場合、設問12

についても記入をお願い

します

(1) 資本金又は出資金・基金の額
万円

(2) 全体の常用雇用者数
人

(3) 支所・支社・支店の数
（国内のみ） 事業所

(4) 主な事業の内容

 備考欄 （貴事業所について、この照会票に関連する事項をご記入ください）

（裏面）

－－

12 会社の概要
● 支所等を含めた会社全体の

概要、事業の内容について記
入してください

0

次の項目は 会社の本所・本社・本店の場合のみ記入してください

貴事業所が支所・支社・支店の場合、以上で記入は終わりです。 ご協力ありがとうございました

以上で記入は終わりです。 ご協力ありがとうございました



連番
活動
状態

本支
の別

名 称 通称名 郵便番号 都道府県 市区町村 町丁・字・番地等 ビル名等 電話番号

トウケイショウジ ミンナノトウケイ

株式会社統計商事 みんなの統計

トウケイショウジカスミガセキシテン トウケイブンシツ

株式会社統計商事霞が関支店 統計分室
03-1234-****

162-8668○ 本社 東京都 新宿区 若松町１９－１ 総務省第２庁舎 03-1234-****

支所 100-8926 東京都 千代田区 霞が関２－１－２ 中央合同庁舎第２号館９階

1

2

3

企業の支所事業所確認票 （案）

○ 活動している支所については、活動状態の欄に「活動」又は「○」と記入（入力）してください。

※ 活動している支所の記入されている情報が異なる場合には、二重線で削除の上、正しい情報に訂正してください。

○ 既に廃業している支所については、活動状態の欄に「廃業」又は「×」と記入（入力）してください。

別紙 ２

本照会業務は、統計法第27条に基づく事

業所母集団データ整備のために、総務省

統計局が実施しています。

4

5

6

7

8

9

10



（〒 － ）

（フリガナ） 電話番号
記入者氏名

内線（ ）

名称

記入者連絡先
照会票の内容について確認する場合が
ございますので記入願います

所在地

事業 開始

－ －

記入日 平成 年 月 日

１ 事業の実施場所
● いずれかの番号に○をしてください

（注） 上記所在地にビル名及び部屋番号
が抜けている場合は記入してください

２ 事業の実施の状況
● 記入日の状況について、いずれか

一つの番号に○をしてください

事業所・企業照会票（案）

１ 上記の所在地で事業を実施している

・実施予定・実施していた

同封の「記入のしかた」を参照して、以下の照会内容にお答えください

会社の支所・支社・支店の場合は、支所・支社・支店の内容を記入してください

本照会業務は、統計法第27条に基づく事業

所母集団データ整備のために、総務省統計

局が実施しています。

現在、本票で記入

できるところのみ記

入してください

以上で記入は終わりです

ご協力ありがとうござい

ました

３ 休業中 ４ 清算中・廃業２ 開業準備中

休業前の状態で

本票を記入してく

ださい

別紙 ３

整理番号をプレプリント

２ 上記以外の所在地で事業を実施している

・実施予定・実施していた

上記の所在地を修正してください

１ 事業を実施している

年 月 日

(1) 従業者の有無

(２) 従業者数

人

人

(1) 主な事業の内容

万円

（表面）

－ －

３ 事業の開始日
● 実際に活動を開始した日又は開始予定

日を記入してください

４ 事業所の通称名
● 屋号などの通称名がある場合のみ

    記入してください

５ 代表電話番号
● いずれか一つの番号に○をしてください

0

６ 事業所の従業者数

 （注１）従業者とは以下に該当する人などです
・有給役員
・無給の家族従業者
・正社員・正職員
・パート・アルバイト、臨時雇用者

なお、給与等を支払い、別経営の事業所へ
派遣している人を含みますが、無給の役員や
ボランティア、給与等を支払っていない別経営
の事業所から派遣されている人は含みません

（注２）常用雇用者とは以下に該当する人です
・期間を定めず雇用している人
・１か月を超える期間を定めて雇用している人
・照会票を記入した日の前２か月にそれぞれ
１８日以上雇用している人

７ 事業所の主な事業の内容
● 現在、収入額又は販売額の最も多い

事業について、「記入のしかた」裏面を
参考に、記入してください

(2) 生産品、取扱い商品
又は営業種目

● 上記(1)で記入した主な事業の
内容について、収入額又は販売
額の多い順に記入してください

①

②

③

８ 事業所の売上高等
● いずれかの番号に○をして該当する

売上高を記入してください

平成

１ 上記記入者連絡先に記入した電話番号と同じ ２ 未設置

３ 上記記入者連絡先と異なる場合

２ 無給の役員・ボランティア

のみで運営

（２）も続けて記入してください

① 従業者数

② うち常用雇用者数

１ 事業主のみで運営 ３ 従業者がいる

１ 前年（前年度）総売上高

２ 最近の月間売上高

（表面）

単独事業所、法人等の支所・支社・支店の場合は

以上で記入は終わりです

ご協力ありがとうございました

法人等の本所・本社・本店の場合は、設

問９についても記入をお願いいたします



(1) 全体の常用雇用者数
人

(２) 支所・支社・支店の数

（国内のみ） 事業所

(３) 主な事業の内容

 備考欄 （貴事業所について、この照会票に関連する事項をご記入ください）

（裏面）

９ 法人等の概要
● 支所等を含めた法人全体の概要、事業
の内容について記入してください。

次の項目は 法人等の本所・本社・本店の場合のみ記入してください

以上で記入は終わりです。 ご協力ありがとうございました



           

           

          

           

           

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 以下「３」～「７」について必ず記入してください。

● 宛先の所在地で活動していない場合、「２ 所在地」に記入した所在地にある事業所について記入してください。

● 同封の「照会票の記入のしかた」を参照して、以下の照会内容にお答えください。

事業所・企業照会票
統計法第27条に基づくデータ整備

のための照会です。

〒999-9999

東京都新宿区若松町９９番９９

若松河田株式会社 御中

整理番号

照会票の内容について確認する場合が

ありますので記入をお願いいたします。
記入者氏名

電話番号 （ ） 局 番

（内線： ）

（町名・丁目・番地など）

（ビル名・マンション名・部屋番号など）

都 道

府 県

区 町

村

〒 －

市 区

郡

２ 所 在 地
●上記の宛先で活動していない場合

のみ、実際に活動している所在地

を記入してください。

宛先の所在地で活動を行っている

場合は、記入不要です。

● 国内に支店や営業所等がある本社の法人の場合、法人全体について記入してください。

● 国内に支店や営業所等がない場合、記入は終わりです。

８ 法人全体の常用雇用者数

１０ 法人全体の主な事業の内容

９ 支店や営業所等の数

平成 年 月 日記入日

総務省統計局

引き続き、裏面の「１１ 支店や営業所等の名称、所在地及び電話番号」に記入してください。

● 記入した照会票は同封の返信用封筒に入れ、平成 年 月 日までにポストにご投函願います。 （表面）

フリガナ

● 上記の宛先で事業所としての活動を行っている場合は「３ 電話番号（代表）」へ進んでください。

● 上記の宛先で事業所としての活動を行っていない場合は「２ 所在地」へ進んでください。

１ 事業所の通称名
●屋号などの通称名がある場合のみ、

記入してください。

３ 電話番号（代表）

４ 事業所の従業者数

７ 事業所の生産品、

取扱商品又は営業種目
（収入額又は販売額の多い順）

①

③

②

６ 事業所の主な事業の内容

（ ） 局 番

５ うち常用雇用者数

参 考



１１ 支店や営業所等の名称、所在地及び電話番号

● 国内に支店や営業所等がある場合は、下記の記入欄に各支店等の名称、所在地及び電話番号を記入して

ください。各支店等の名称、所在地及び電話番号の記載がある既存の資料がある場合は、その資料等の写し

（コピー）を添付していただいても差し支えありません。

● 支店の数が７事業所を超える場合は、同封の「照会票の記入のしかた」に記載してある問い合わせ先にご連

絡ください。必要な枚数を追加送付させていただきます。

支店等の名称 支 店 等 の 所 在 地 及 び 電 話 番 号№

若松河田株式会社

新宿支店

記

入

例

（〒 － ）

（ビル・マンション名等： 階 号室）

１９２ ８８２２

東京都新宿区若松町９９－１８
ワカマツビル１ 105

（ ） 局 番 （内

１

（〒 － ）

（ビル・マンション名等： 階 号室）

（ ） 局 番 （内

２

（〒 － ）

（ビル・マンション名等： 階 号室）

０３ １２５６ ９９９９ ６６

（ ） 局 番 （内

３

（〒 － ）

（ビル・マンション名等： 階 号室）

（ ） 局 番 （内

４

（〒 － ）

（ビル・マンション名等： 階 号室）

（ ） 局 番 （内

５

（〒 － ）

（ビル・マンション名等： 階 号室）

（ ） 局 番 （内

６

（〒 － ）

（ビル・マンション名等： 階 号室）

（ ） 局 番 （内

７

（〒 － ）

（ビル・マンション名等： 階 号室）

（裏面）

（ ） 局 番 （内


